
【名古屋市民休暇村管理公社】

営業力・発信力の強化
・新たな団体客の獲得
地域の観光協会等と連携し、企業の新人研修等、合宿型の研修を誘致。学校やス
ポーツ団体などの夏季合宿等を誘致。また、小学生～高校生の団体のキャンプ場利
用を誘致。
・広報の強化
食事メニュー開発に関わる地元大学生等の協力を得て、若年層の視点からＳＮＳに
より発信。地元大学生に加え、観光情報を発信している事業者によるＳＮＳ等での
発信を強化し、積極的な広報を推進。
・市関係団体等への広報強化
各区の区政協力委員会や子ども会等をはじめとする市関係団体等に対する休暇村の
存在意義・価値のＰＲを強化し、利用を促進
・ウェブサイトの利便性向上
ＤＸ化によるウェブサイトの改善により、ウェブサイトからツアー商品の予約を可
能にするなど利便性を向上

・長野県立大学の教授・学生が休暇村はじめ王滝村での
活動をSNSで発信中。
・その他については令和7年度より実施予定

インバウンドへの対応
・近隣の宿泊施設と連携し、定員を超えた台湾人をはじめとする外国人宿泊客を受
け入れ
・地域の商工会のネットワークを活用して、新規の外国人団体客を誘致

・近隣宿泊施設おける受け入れが前年度を大幅に下回
り、定員を超えなかったため実績なし
・王滝村村長が木曽観光連盟会長として台湾を訪問し、
王滝村への誘客活動を実施

・経営戦略の充実
現在の「経営戦略及び中期経営計画」に代わる計画の策定にあたっては、「ヒト」
「モノ」「カネ」それぞれの戦略的な活用策もあわせて検討
・収益性の低い事業の見直し
公益性に配慮しつつ、参加者数の少ない事業の見直しを検討・実施
・経営健全化を支える職場環境づくり
経営の合理化により生み出された財源等を活用することなどにより、人材の確保と
育成を推進
・職員宿舎の廃止
老朽化が進む職員宿舎の修繕費や設備更新等の維持費を削減するため、職員宿舎を
廃止し、居住者は王滝村営住宅に転居
・食堂・厨房・売店部門の委託化
委託化により、業務の効率化を図り、人件費を削減するとともに、委託先による新
たな事業を展開
・一般貸切旅客自動車運送事業の廃止
道路運送法における許可・登録を要しない運送の範囲が緩和されたことを受け、一
般貸切旅客自動車運送事業を廃止し、自家用自動車に転換することにより、車両維
持費等を削減

経営の合理化
・休村日の拡大
閑散期の一部を休村日とし、燃料代・光熱水費の支出を抑制（御嶽スキー場の休業
日や４～５月及び１１～１２月の平日の一部等年間３０日程度を想定）
・組織体制の検討
経営健全化を進めていくのにふさわしい組織体制の検討
・職員給与に係る検討
公社職員の意識改革を図るため、業績に応じた賞与制度等の導入を検討
・財務事務の改善
月次決算の早期化、部門別の収支管理の導入により、経営状況を早期に把握できる
よう改善
・理事会運営の改善
財務状況及び事業進捗状況を早期に把握するために理事会の開催回数を増加し、あ
わせて経営改善に必要な知見を持つ理事を新たに選任することなどにより、経営改
善を着実かつ効率的に推進

・令和6年度末、理事長直下のプロジェクトチーム（営
業・企画・設備）設置
・その他は7年度実施予定

令和7年度より実施予定

外郭団体経営健全化方針の概要と取り組み状況

経営健全化方針の記載内容

多彩な宿泊商品の開発
・休暇村が保有する温泉や、ワーケーションのニーズを取り込むなど、宿泊者に選
ばれる宿泊プランを設定し、販売

令和6年度の取り組み結果

・総合型宿泊システム（PMS）を導入準備
・バーベキューテラスの設置準備



地域色を感じられる食事の提供
・郷土食メニューへの転換
地元企業や大学等と連携し、地産地消の郷土食メニューを開発し、食事を一新する
とともに、安定的に運営するために適切な食事料を設定
・地域住民によるおもてなしの実施による魅力向上
宿泊客が「ふるさと」を感じられる施設にするために、地元住民による地域性を感
じられる接客を実施

令和7年度より実施予定

地元の自然環境を活かしたエコツーリズム・アドベンチャーツーリズムの展開
・地元密着型のツアー商品の企画・販売
地域と連携し、木曽地域の魅力的な観光資源（自然・文化遺産・食文化等）を体験
できる、新しいツアープログラムを企画・販売
・定員の増加
上高地等、人気の高い観光地を巡るツアーの輸送に使用するバスを、自社の中型バ
スから、他社の大型バス委託に切り替え

令和7年度より実施予定

経営健全化方針の記載内容 令和6年度の取り組み結果



〇法人の財務状況

（貸借対照表から）

（損益計算書から） （単位：千円）

○財政的リスクの状況 （単位：千円）
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